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諮問第 99 号の答申 

医療施設調査の変更について（案） 

 

 

本委員会は、諮問第 99 号による医療施設調査の変更について審議した結果、下記のとおり結論

を得たので、答申する。 

 

記 

 
１ 本調査計画の変更 

（１）承認の適否 

平成28年 11月 24日付け厚生労働省発政統1124第３号により厚生労働大臣から申請された

「基幹統計調査の変更について（申請）」（以下「本申請」という。）について審査した結果、

以下のとおり、統計法（平成 19 年法律第 53 号）第 10 条各号の各要件のいずれにも適合して

いるため、「医療施設調査」（基幹統計調査。以下「本調査」という。）の変更を承認して差し

支えない。 

 

（２）理由等 

  ア 報告を求める事項の変更 

  （ア）診療時間外に受診した患者の延数等の削除 

〔病院票及び一般診療所票〕 

     本申請では、病院票の「９月中の外来患者」及び一般診療所票の「診療状況」を把握す

る調査事項において、以下のとおり、「診療時間外に受診した患者の延数」等を把握する

項目を削除するとともに、一般診療所票の「９月 30 日の在院患者数」の項目の表記を「９

月 30 日 24 時現在の在院患者数」に変更する計画である（図１参照）。 

① 病院票の９月中の外来患者を把握する調査事項において、「診療時間外に受診した患者の

延数」、「診療時間外に受診した患者のうち、緊急入院した患者の延数（再掲）」及び「診療

時間外に受診した患者のうち、乳幼児（３歳未満）の延数（再掲）」を削除 

② 一般診療所票の「９月中に新たに入院した患者数」、「診療時間外に受診した患者の延数

（再掲）」及び「診療時間外に受診した患者のうち、乳幼児（３歳未満）の延数（再掲）」を

削除 

 

  

資料１ 
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     図１ 

≪病院票≫ 

 

   変更案                      現 行  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪一般診療所票≫ 

 

   変更案                          現 行  

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

これらについては、以下のとおり、報告者負担の軽減を図る観点から、行政記録情報等

（社会医療診療行為別統計（注１）及び病床機能報告（注２））においてより詳細な情報の把握が

可能であること等を踏まえた削除であり、調査の効率的実施等に資するものであることか

ら、適当である。 

① 当該削除項目については、表１のとおり、社会医療診療行為別統計（厚生労働省が作

成する業務統計）及び病床機能報告（都道府県が保有する業務記録情報）から、従来の

本調査結果よりも詳細あるいは長期間のデータを毎年得ることができること。また、こ

れにより、救急医療の現状や全体の傾向を把握する上でより適切な情報が得られること

から、利活用面での支障等は生じないと考えられること。 
    ② 一般診療所票の項目の表記の変更については、報告者が回答するに当たり紛れが生じ

ないよう、当該項目の把握時点を明確にするものであること。 

      なお、削除予定の情報については、統計利用者の利便性等に配慮し、結果の公表の際は、

関連する行政記録情報等へのリンク先（厚生労働省ホームページやｅ-Stat〔政府統計の

総合窓口〕等）の内容を併せて掲載し、掲載場所を案内することとしている。 
 

（注）１ 社会医療診療行為別統計とは、全国の保険医療機関及び保険薬局から社会保険診療報酬支払基金支部及び国民

健康保険団体連合会に提出され、６月審査分（５月診療分）として審査決定された診療報酬明細書及び調剤報酬

明細書のうち、厚生労働省が保有する「レセプト情報・特定健診等情報データベース」（電子データ化されたレセ

プトデータのみを収載している。）に蓄積されているもの全てを集計対象として作成している業務統計である。 

２ 病床機能報告とは、医療法（昭和23年法律第205号）第30条の13の規定に基づき、一般病床又は療養病床を有

する病院又は一般診療所の管理者は、地域における病床機能の分化及び連携の推進のため、毎年７月１日現在で、

当該病院等における病床の機能（病床数、医療従事者数、診療機器の保有状況、入退院患者数等）や入院患者に

提供する医療内容（手術の実施件数、救急医療の実施状況、がん・脳卒中・心筋梗塞等への治療状況等）につい

て、所在する都道府県知事に報告することとされているものである。厚生労働省が当該報告に係る事務局となり、

報告に係る全国共通サーバの保有・管理等を行っている（一部業務は外部委託）。 
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表１           診療時間外に受診した患者の延数等の行政記録情報等 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）社会医療診療行為別統計中の NDB（レセプト情報・特定健診等情報データベース）とは、全国医療費適正化計画及び都

道府県医療費適正化計画の作成、実施及び評価に資するため、国が所有するデータベースにレセプトデータ（診療報酬

明細書）及び特定健診・保健指導データを収載したものである。 

 

（イ）救急医療体制の選択肢の削除等 

〔病院票〕 

  本申請では、救急医療体制に係る調査事項において、「三次（救命救急センター）」の選

択肢を削除するとともに、「体制なし」の選択肢を「初期・二次両方ともなし」に変更する

計画である（図２参照）。 

     

図２ 

 変更案  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 現 行  

 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

医療施設静態調査 社会医療診療行為別統計 病床機能報告

根拠 統計法、医療施設調査規則

高齢者の医療の確保に関する法律第16条第2項の規定に基づき
保険者及び後期高齢者医療広域連合が厚生労働大臣に提供す

る情報の利用及び提供に関する指針（平成22年12月24日厚生労

働省告示第424号）第3 1(1)①

医療法第30条の13、医療法施行規則第30条の33の
2～6

所管 厚生労働省 厚生労働省 都道府県

時点 10月1日現在 6月審査分 7月1日現在
（周期） （3年） （毎年） （毎年）

調査（集計）対象 病院・診療所（全数）
保険医療機関における医療保険制度のレセプトのう
ちNDBに蓄積されたレセプト（全数）

一般病床・療養病床を有する病院・有床診療所（全
数）

（医療施設静態調
査との相違）

（自費診療、労災保険等による診療や紙レセプト請
求分は含まない。）

（精神病床のみの施設及び無床診療所は含まな
い。）

診療時間外に受診した患者の延数
初診料・再診料の時間外加算、休日加算、深夜加算
別回数

休日・夜間・時間外に受診した患者延べ数

［9月中の１か月間］ ［6月審査分の1か月分］ ［前年7月1日～6月30日の1年間分］

診療時間外に受診した患者のうち、緊急入院
した患者の延数

入院の初診料の時間外加算、休日加算、深夜加算
別回数

休日・夜間・時間外に受診した患者延べ数のうち、診
察後直ちに入院となった患者延べ数

［9月中の１か月間］ ［6月審査分の1か月分］ ［前年7月1日～6月30日の1年間分］

診療時間外に受診した患者のうち、乳幼児
（3歳未満）の延数

小児科外来診療料の乳幼児（3歳未満）夜間加算、
時間外加算、休日加算、深夜加算別回数

［9月中の１か月間］ ［6月審査分の1か月分］

9月中に新たに入院した患者数 有床診療所一般病床初期加算実施件数 新規入院患者数

［9月中の１か月間］ ［6月審査分の1か月分］ ［6月中の1か月間］

項目
［把握期間］
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これらのうち、選択肢の「三次（救命救急センター）」の削除については、厚生労働省

が保有する行政記録情報（救命救急センター設置状況一覧（注））により、救命救急センター

に指定されている病院を把握・特定することが可能であることを踏まえたものであり、当

該行政記録情報を利用して、引き続き従来の集計・表章を行うこととしている。 

これについては、報告者負担の軽減を図る観点から、行政記録情報を利用し、削除する

ものであり、利活用の観点からも特段の支障はないことから、適当である。 

    また、選択肢の「体制なし」の表記の変更については、上記の「三次（救命救急センタ

ー）」の選択肢の削除に伴い、適切な選択肢の表記となるよう変更するものであることから、

適当である。 
 

（注）厚生労働省（医政局）が都道府県を対象に毎年実施している救命救急センターの現況調の結果に基づき作成してい

る救命救急センターの名称、所在地等を取りまとめた一覧表である。現況調の実施後に新たな救命救急センターの

指定等があった場合は、随時、都道府県から厚生労働省に報告がなされ、当該一覧表の情報が更新されている。 

    

  （ウ）手術等の実施状況の一部削除等 

〔病院票及び一般診療所票〕 

     本申請では、手術等の実施状況を把握する調査事項のうち、「全身麻酔（静脈麻酔は除

く）」「内視鏡下消化管手術」「悪性腫瘍手術」の部位別（「肺」「胃」「肝臓」「大腸」等の

別）の実施件数を削除する計画である（図３参照）。 

 

図３ 

≪病院票≫ 

 

    変更案                                現 行  
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≪一般診療所票≫ 

 

    変更案                                現 行  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

これについては、前記（ア）と同様に、以下のとおり、報告者負担の軽減を図る観点か

ら、行政記録情報等（社会医療診療行為別統計及び病床機能報告）においてより詳細な情

報の把握が可能であること等を踏まえた削除であり、調査の効率的実施等に資するもので

あることから、適当である。 

①  当該削除項目については、表２のとおり、社会医療診療行為別統計及び病床機能報告

から、従来の本調査結果よりも詳細なデータを毎年得ることができること。 
②  社会医療診療行為別統計では、本調査で把握してきた手術等の区分よりも詳細な診療

行為（手術を含む。）別に把握された情報が毎年集計・公表されており、従来よりも詳

細なデータによって手術等に係る傾向の把握が可能であり、利活用面での支障は生じな

いと考えられること。 
     なお、削除予定の情報については、統計利用者の利便性等に配慮し、結果の公表の際は、

関連する行政記録情報等へのリンク先（厚生労働省ホームページやｅ-Stat〔政府統計の

総合窓口〕等）の内容を併せて掲載し、掲載場所を案内することとしている。 

 

表２                 手術等の実施状況 

 

医療施設静態調査 社会医療診療行為別統計 病床機能報告

根拠 統計法、医療施設調査規則

高齢者の医療の確保に関する法律第16条第2項の規定に基づき

保険者及び後期高齢者医療広域連合が厚生労働大臣に提供す

る情報の利用及び提供に関する指針（平成22年12月24日厚生労

働省告示第424号）第3 1(1)①

医療法第30条の13、医療法施行規則第30条の33の
2～6

所管 厚生労働省 厚生労働省 都道府県

時点 10月1日現在 6月審査分 7月1日現在
（周期） （3年） （毎年） （毎年）

調査（集計）対象 病院・診療所（全数）
保険医療機関における医療保険制度のレセプトのう
ちNDBに蓄積されたレセプト（全数）

一般病床・療養病床を有する病院・有床診療所（全
数）

（医療施設静態調
査との相違）

（自費診療、労災保険等による診療や紙レセプト請
求分は含まない。）

（精神病床のみの施設及び無床診療所は含まな
い。）

全身麻酔 実施件数 診療行為別回数 全身麻酔の手術回数

［9月中の１か月間］ ［6月審査分の1か月分］ ［6月診療分（7月審査分）の1か月分］

内視鏡下消化管手術 実施件数 診療行為別回数 診療行為別回数

［9月中の１か月間］ ［6月審査分の1か月分］ ［6月診療分（7月審査分）の1か月分］

悪性腫瘍手術（部位別）  実施件数 診療行為別回数 診療行為別回数

［9月中の１か月間］ ［6月審査分の1か月分］ ［6月診療分（7月審査分）の1か月分］

項目
［把握期間］
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  （エ）分娩を取扱う担当医師数（常勤換算）及び助産師数（常勤換算）の記入欄の桁数の変更 

〔病院票及び一般診療所票〕 

     本申請では、分娩を取扱う「担当医師数（常勤換算）」及び「担当助産師数（常勤換算）」

を把握する調査事項について、記入欄の桁数を４桁（千人単位）から３桁（百人単位）に

変更する計画である（図４参照）。 

 
図４ 

 

 変更案  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 現 行  

 
 
 
 
 
 
 

 

     これについては、表３のとおり、病院及び一般診療所における分娩を取扱う担当医師数

（常勤換算）及び担当助産師数（常勤換算）が１病院又は診療所当たりで最大でも数百人

程度となっている実態を踏まえ、必要かつ適切な桁数となるよう変更するものであること

から、適当である。 

 

       表３   １病院又は診療所当たりの分娩を取扱う担当医師数及び担当助産師数の状況 

（平成 20 年～26 年調査結果） 

 

 

  

 

 

 

 

 

  （オ）歯科設備の保有状況に係る選択肢の追加等 

〔病院票及び歯科診療所票〕 

     本申請では、歯科設備の保有状況を把握する調査事項において、「診療用器具の滅菌に

使用する機器」の区分を設け、保有する歯科設備の選択肢として、従来の「オートクレー

ブ（注）」に加え、新たに「オートクレーブ以外」を追加する計画である（図５参照）。 

     （注）高温・高圧の飽和水蒸気により病原体などを死滅させる滅菌処理装置をいう。 
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    図５ 

≪病院票及び歯科診療所票≫  

 
 変更案  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 現 行  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

    
 これは、滅菌機器としてオートクレーブが簡便かつ低コストであることから、広く普及し

ている中で、前回の平成 26 年調査結果をみると、約 15％（9,906 施設）の歯科診療所がオ

ートクレーブを保有していない状況が明らかになったことを踏まえ、滅菌機器の保有状況を

的確かつ網羅的に把握するため、従来の「オートクレーブ」に加え、「オートクレーブ以外」

を追加する変更である。 

これについては、歯科医療における滅菌機器の保有状況に係る情報をより的確に把握する

ものであり、また、病院及び歯科診療所の診療機能に係る検討に資するものであることから、

適当である。 

 
 （カ）職種別従事者数の新設等 

〔病院票〕 

     本申請では、これまで厚生労働省が別途実施する病院報告（一般統計調査）（注１）の従事

者票により毎年調査していた病院の職種別「従事者数」について、今後は同調査における

把握を中止し、本調査の病院票に調査事項として追加して３年周期で調査するとともに、

従来から病院票で把握していた「病棟に勤務する保育士」に係る調査事項について、職種

別「従事者数」に係る調査事項における職種の１つとして「保育士」を追加する計画であ

る。（図６参照）。 
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    図６ 

 

 変更案  

 

【医療施設調査】≪病院票≫ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【病院報告】≪従事者票≫ 

 

 

〔 廃 止 〕 

 
 
 

 現 行  

 
【医療施設調査】≪病院票≫ 
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【病院報告】≪従事者票≫ 

 

 

       これについては、以下のとおり、報告者負担の軽減を図る観点から、中間年（本調査実

施年以外の年）において、医療施策上において重要性の高い主要な職種の従事者数に係る

情報が把握できることを踏まえた変更であり、調査の効率的実施に資するものであること

や、利活用の観点からも特段の支障は生じないと考えられることから、適当である。 

①  国及び都道府県の医療施策上において重要性の高い主要な職種（医師、歯科医師、薬

剤師、看護師等）の従事者数については、表４のとおり、病床機能報告及び医療機能情

報提供制度（注２）（都道府県が保有する業務記録情報）、厚生労働省が別途実施する一般

統計調査である医師・歯科医師・薬剤師調査及び衛生行政報告例により、毎年又は２年

ごとに把握可能であること。 

②  例えば、主要な職種である病院における医師及び看護師の職種をみると、表５のとお

り、従事者数の変動の傾向はほぼ同じであり、また、数字的にもさほど大きな差もみら

れないことから、職種別従事者数の把握を３年周期で行っても利活用面で支障は生じな

いと考えられること。 

      なお、主要な職種の従事者数に係る情報については、統計利用者の利便性等に配慮し、

結果の公表の際は、関連する行政記録情報等へのリンク先（厚生労働省ホームページやｅ

-Stat〔政府統計の総合窓口〕等）の内容を併せて掲載し、掲載場所を案内することとして

いる。 
 

（注）１ 病院報告（一般統計調査）は、全国の病院、療養病床を有する診療所における患者の利用状況及び病院の従事

者の状況を把握する全数調査である。毎月報告する「患者票」と病院のみ年１回報告する（10月１日現在）「従

事者票」から構成される。 

２ 医療機能情報提供制度とは、医療法第６条の３の規定に基づき、病院、診療所又は助産所の管理者は、医療

を受ける者が病院等の選択を適切に行うために必要な情報を提供する制度である。具体的には、①管理、運営

及びサービス等に関する事項（診療科目、診療科目別の診療日・診療時間、許可病床数、病院等へのアクセス
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方法、院内サービスの実施状況等）、②提供サービスや医療連携体制に関する事項（保有する施設設備、健康診

査及び健康相談の実施状況等）、③医療の実績、結果等に関する事項（職種別従事者数、医療安全対策の実施状

況等）などについて、当該病院等の所在地の都道府県知事に報告するとともに、当該事項を記載した書面を当

該病院等において閲覧に供しなければならないとされている。 

 
表４                職種別従事者数 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

常

勤

非

常

勤

常

勤

非

常

勤

常

勤

非

常

勤

常

勤

非

常

勤

常

勤

非

常

勤

医師 ● ○ ● ●
歯科医師 ● ○ ● ●
薬剤師 ● ● ● ○
保健師

助産師 ● ○
看護師 ● ○
准看護師 ● ○
看護業務補助者 ● ○
理学療法士（ＰＴ） ● ○
作業療法士（ＯＴ） ● ○
視能訓練士

言語聴覚士 ● ○
義肢装具士

歯科衛生士

歯科技工士

診療放射線技師

診療エツクス線技師

臨床検査技師

衛生検査技師

臨床工学技士 ● ○
あん摩マツサージ指圧師

柔道整復師

管理栄養士

栄養士

精神保健福祉士

社会福祉士

介護福祉士

保育士

その他の技術員

医療社会事業従事者

事務職員

その他の職員

厚生労働省 厚生労働省所管

根拠
医療法第30条の13、医

療法施行規則第30条の

33の2～6

医療法第6条の3、医療

法施行規則第1条

統計法（一般統計調査）

［医師法第6条第3項、歯

科医師法第6条第3項、

薬剤師法第9条による届

出に基づく］

統計法（一般統計調査）

［保健師助産師看護師

法第33条、歯科衛生士

法第6条第3項、歯科技

工士法第6条第3項、あ

ん摩マツサージ指圧師、

はり師、きゆう師に関す

る法律第9条の2～4、柔

道整復師法第19条、あ

ん摩マツサージ指圧師、

はり師、きゆう師に関す

る法律施行規則第22

条、第24条、柔道整復師

法施行規則第17条によ

る届出に基づく］

統計法、医療施設調査

規則

厚生労働省 都道府県 都道府県

○

○

○
注：１）「常勤」とは、医療施設で定めた勤務時間のすべてを勤務している者をいう。（医師・歯科医師については、医療施設で定めた

　　　　1週間の勤務時間が32時間未満の場合は、32時間以上勤務している者をいう。）

　　２）「非常勤」とは、「常勤」以外の者をいう。

　　３）「医療機能情報提供制度」については、必須項目のみ○を付した。

○

○

○

○

○

○

○ ●

○

○

○

○

○ ●

○ ○

○

○

○ ○●

○ ●

○ ○

○

○

●○ ●○

○

○ ○

●○

●○
○

●○

就業形態・人数等の把握状況　（●…実人員　○…常勤換算）

従

事

者

の

職

種

○

○

●○ ○

●○ ●○

●○ ○

報告対象の従事者 病院・診療所の従事者

一般病床・療養病床を

有する病院・有床診療

所の従事者

病院・診療所・助産所

の従事者

無職を含む免許取得

者

病院・診療所・施設等

の従事者

報告者 病院・診療所

一般病床・療養病床を

有する病院・有床診療

所

病院・診療所・助産所

医師・歯科医師・薬剤

師（無職を含む免許取

得者）

都道府県

（周期） （３年） （毎年） （毎年）（２年） （２年）

調査時点 10月1日現在 7月1日現在 都道府県ごとに設定12月31日現在 12月31日現在

医療施設調査
（29年案）

病床機能報告
医療機能情報

提供制度
医師・歯科医師・

薬剤師調査
衛生行政報告例
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表５          病院における医師数及び看護師数 

      
（注）病院報告及び衛生行政報告例の数値は常勤換算した数値であり、医師・歯科医師・薬剤師調査は、 

実人員の数値である。 
 

  （キ）レセプト処理用コンピューターの導入状況の削除 

〔一般診療所票及び歯科診療所〕 

     本申請では、レセプト処理用コンピューターの導入状況に関する調査事項を削除する計

画である（図７参照）。 

 

    図７ 

 

 変更案  

 
 

 〔 削 除 〕 
 

 

 

 現 行  

 
≪一般診療所票及び歯科診療所票≫ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
   ※歯科診療所票では、「（15）レセプト処理用コンピューターの導入状況」として同様の把握を実施  
 

 

これについては、以下のことから削除するものであり、報告者負担の軽減に資するもの

であることから、適当である。 
① 平成23年度からのレセプト（診療報酬明細書）の原則電子請求の方針の下、経過措置

として、審査支払機関（社会保険診療報酬支払基金及び国民健康保険団体連合会）への

届出により、紙による請求が認められていた猶予期限（平成27年３月31日）が終了（注）

したことを踏まえたものであること。 

② 本調査事項は、電子レセプト請求の推進を図るに当たり、その普及状況を把握するた

0
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250000

２０年 ２１年 ２２年 ２３年 ２４年 ２５年 ２６年 ２７年

病院報告 （常勤換算）

医師・歯科医師・薬剤師調査 （実人員）

【医師（病院）】（人）
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450000

500000

550000
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650000
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750000
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２０年 ２１年 ２２年 ２３年 ２４年 ２５年 ２６年 ２７年

病院報告 （常勤換算）

衛生行政報告例 （常勤換算）

【看護師（病院）】（人）
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めに調査してきたものであり、表６のとおり、平成26年調査結果の一般診療所及び歯科

診療所におけるレセプト処理用コンピューターの導入率は約８割となっており、また、

表７のとおり、電子レセプトによる請求率はレセプト全体で９割を超えているなど、十

分に普及している状況がみられ、引き続き把握する必要性は乏しいと考えられること。 
（注）ただし、①レセプト処理用コンピューターを導入してない場合、②診療所又は薬局において常勤の医師・歯科医

師・薬剤師が全て65歳以上の高齢である場合には、あらかじめ審査支払機関に届出を行うことにより、引き続き、

電子レセプト請求が免除されている。 
 

表６    レセプト処理用コンピューターの導入状況の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

表７       平成 28 年９月診療分における請求内訳（医療機関数・薬局数） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

  イ 報告を求めるために用いる方法の変更 

   本申請では、従来の病院（約8,500施設）に加え、一般診療所（約10万1000施設）及び歯

科診療所（約６万9000施設）と全ての医療機関に拡大し、従前からの郵送調査と併用し、政

府統計共同利用システムを用いたオンライン調査を導入する計画である。 

これについては、「公的統計の整備に関する基本的な計画」（平成26年３月25日閣議決定）

において、オンライン調査の推進を図ることとされていることに対応するものであり、報告

者の利便性の向上や正確かつ効率的な統計の作成等に資するものであることから、適当であ

る。 

また、従来、厚生労働省のホームページからダウンロードした電子調査票に回答の上、CD-R

等の電磁的記録媒体に保存して郵送により提出することも可能としていたが、当該方法によ

各年１０月１日現在

自由診療のみ

（再掲）　実数

構成割合

（％）

一般診療所 総数 99 083 99 547 100 461 8 453 8.4

導入している 70 014 80 289 77 107

導入している割合（％） 70.7 80.7 76.8

歯科診療所 総数 67 779 68 156 68 592  929 1.4

導入している 44 945 44 242 54 961

導入している割合（％） 66.3 64.9 80.1

注：１）総数には保険診療を行わない施設を含む。

　 　２）２０～２３年の「導入している」は「使用している」である。

     ３）２３年の「導入している」は宮城県の石巻医療圏、気仙沼医療圏及び福島県の
　　　　全域を除いた数値である。

２０年 ２３年 ２６年
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る提出は１％にも満たない状況となっていることを踏まえ、当該方法による提出方法を廃止

する計画である。 

これについては、今回調査からオンライン調査の対象範囲を全ての医療機関に拡大しその

利用促進を図ることとしていることも踏まえ、利用実態の乏しい調査票の提出方法を廃止す

るものであることから、適当である(後記「２」参照)。 

 

  ウ 集計事項の変更 

    本申請では、職種別従事者数、歯科設備の保有状況に係る追加・変更や、診療時間外に受

診した患者の延数等、手術等の実施状況などに係る調査事項の削除に伴い、関連する集計事

項を追加・変更・削除する計画である。 

これらのうち、追加・変更する集計事項については、医療従事者や歯科診療機能に係る政

策課題を検討する上で有用な情報を提供するものと認められることから、適当である。 

一方、削除する集計事項については、結果の利活用の観点から引き続き把握する必要性が

乏しくなったもの、あるいは、行政記録情報等においてより詳細なデータが毎年集計・公表

されているもの等であることから、特に問題はない。 

 

２ 統計委員会諮問第 62 号の答申（平成 26 年３月 24 日付け府統委第 23 号）における「今後の課

題」への対応状況 

  本調査については、前回の平成 26 年調査に係る統計委員会諮問第 62 号の答申（以下「前回答

申」という。）において、①時系列変化の把握に配慮した調査項目の設定（注）、②病院票に係るオ

ンライン調査の利用可能地域の拡大及び利用率の向上、③一般診療所票及び歯科診療所票に係る

オンライン調査の本格導入の検討の必要性が指摘されている。 
（注）本課題は、これまで本調査の実施の都度、調査事項の変更が行われてきており、中には一度調査しただけで削除や変更され

る例も散見されたことから、本調査で把握することとしている医療施設の分布及び整備の実態や診療機能の変化を的確に把握

するためには、同一の調査事項による時系列的な把握を行うことも重要であるとして、調査事項の見直しに当たっては、状況

変化への対応のみならず、時系列的なデータ把握の重要性・必要性にも十分留意して検討するよう求めたものである。 

これらの指摘事項に関する厚生労働省の対応状況及びこれに対する評価については、以下のと

おりである（詳細は別紙参照）。 
 

（１）時系列変化の把握に配慮した調査項目の設定 

    本課題について、厚生労働省は、今回の平成 29 年調査の調査事項の設定に当たり、医療施

設の分布及び整備の実態を明らかにするとともに、医療施設の診療機能を把握するという本調

査の目的を念頭に、省内関係部局における政策的ニーズ等を踏まえつつ、同一の調査事項によ

る時系列変化の把握の重要性に留意して検討を行った。 

その結果、削除する調査事項は、次のとおりとなっている。 

① 行政記録情報等により、従来の本調査結果よりも詳細なデータの毎年の把握が可能として

いる「診療時間外に受診した患者の延数等」及び「手術等の実施状況（一部）」（前記１（２）

ア（ア）及び（ウ）参照） 

② 電子レセプト請求の進展等により引き続き把握する必要性の乏しくなった「レセプト処理

用コンピューターの導入状況」（前記１（２）ア（キ）参照） 

なお、このうち、①の削除の関係では、統計利用者の利便性等に配慮し、結果の公表の際は、

関連する行政記録情報等へのリンク先の内容を併せて掲載し、掲載場所を案内することとして

いる。 

また、これ以外の調査事項の変更については、実態のより的確な把握等の観点からの選択

Ｐ 

Ｐ 
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肢の追加（歯科設備の保有状況等）や、その他報告者が紛れなく、的確に記入できるよう調

査票のレイアウト及び表記の変更を行うものとなっている（前記１（２）ア（エ）及び（オ）

参照）。 

これらの変更については、時系列的な把握の重要性について十分留意しつつ、報告者負担

の軽減を図るとともに、統計利用者による利活用や報告者の記入のしやすさ等に配慮したも

のとなっていることから、本件課題への対応としては適当である。 

 

（２）病院票に係るオンライン調査の利用可能地域の拡大及び利用率の向上 

    本課題について、厚生労働省は、平成 26 年調査において経由機関（都道府県・保健所設置

市・保健所）及び病院に対するより積極的なオンライン調査利用に係る周知や、報告者の利便

性を図るためのオンライン調査票のチェック機能の充実等を行った。 

その結果、平成 26 年調査は 23 年調査に比べ、病院票におけるオンライン調査の導入は 40

都道府県内の 340 保健所から 45 都道府県内の 386 保健所に、利用可能病院の割合は約 74％

（6,362 施設）から約 80％（6,763 施設）にそれぞれ増加し、また、オンライン利用率は 12.6％

（1,084 施設）から 24.6％（2,098 施設）に向上するなど、一定の成果がみられた。 

    また、平成 29 年調査においては、病院におけるオンライン調査の円滑な実施及び更なる推

進を図るため、引き続き経由機関や医療施設に対するオンライン調査の積極的な利用に係る説

明及び周知に取り組む一方、平成 26 年調査の実施後に行った経由機関に対するアンケートや

ヒアリングの結果を踏まえ、オンライン調査実施に係る業務負担の軽減化の観点から、コール

センターの業務拡充や電子調査票の内容審査業務の軽減に資するためのツールの開発・配布等

の方策を講ずることとしている。 

このように、厚生労働省は、平成 26 年調査において病院票に係るオンライン調査の利用可

能地域の拡大及び利用率の向上に一定の成果を挙げるととともに、29 年調査においても更な

る成果が得られるよう引き続き取り組んでいくこととしていることから、本課題への対応とし

ては適当である。 

 

（３）一般診療所票及び歯科診療所票に係るオンライン調査の本格導入の検討 

 本課題について、厚生労働省は、平成 26 年調査において協力を得られた一部地域（43 都道

府県内の 285 保健所）で一般診療所を対象に試行的にオンライン調査を実施した。その結果、

実施地域内の一般診療所のオンライン利用率は 9.6％（5,439 施設）と一定の利用がみられた。 

 また、平成 26 年調査の実施後に行った診療所に対するアンケートの結果、平成 26 年調査で

紙の調査票により回答した診療所のうち、オンライン調査を希望するところが約 35％（一般

診療所：33.8％。歯科診療所：35.7％）と相当程度の利用が見込まれることや、厚生労働省は、

平成 29 年調査においてオンライン調査実施に係る経由機関における業務負担の軽減を図るた

め、コールセンターの業務拡充や電子調査票の内容審査業務の軽減に資するためのツールの開

発・配布等の方策を講ずることとしている。 

このようなことを踏まえ、厚生労働省は、平成 29 年調査から診療所を対象としてオンライ

ン調査を本格導入することとしており、本件課題への対応としては適当である。 

 

  

Ｐ 
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３ 今後の課題 

平成 29 年調査においては、オンライン調査の対象を病院、一般診療所及び歯科診療所の全て

の医療機関に拡大して実施することとしている。今後の方向性としては、オンラインによる回答

率を向上させていくことが重要である中で、未だ過渡期の段階にあると考えられることから、今

回調査におけるオンライン調査の実施状況及び利用結果等について丁寧に検証、分析等を行い、

これらの結果を踏まえ、次回の平成 32 年調査に向けて、オンライン調査の更なる利用の促進を

図るための方策について検討する必要がある。 
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前回答申における今後の課題に対する厚生労働省の対応状況 

前回答申における今後の課題 左記課題に対する厚生労働省の対応状況（検証・検討結果）の概要

（１）時系列変化の把握に配慮した調査項目

の設定 

   本調査の調査項目については、これま

で調査の都度、変更が行われてきてお

り、その中には一度調査しただけで変更

される例も散見される。 

これについては、本調査で把握するこ

ととしている医療施設の分布及び整備

の実態や診療機能が時代に応じて大き

く変化していることから、これに伴い調

査項目が変更されることはやむを得な

いところである。 

しかしながら、こうした変化の状況を

的確に把握するためには、同一の調査項

目による時系列的な把握を行うことも、

一方で重要な視点である。 

このため、厚生労働省は、本調査の調

査項目の見直しに当たっては、変化への

対応の要請のみならず、時系列的な把握

の重要性についても十分留意して検討

する必要がある。 

今回の平成29年調査の調査事項の設定に当たり、医療施設の分布

及び整備の実態を明らかにするとともに、医療施設の診療機能を把

握するという本調査の目的を念頭に、省内関係部局における政策的

ニーズ等を踏まえつつ、同一の調査事項による時系列変化の把握の

重要性に留意して検討を行った。 

その結果、今回調査において削除する調査事項は、次のとおりで

ある。 

①  病院票 

・「救急医療体制」の選択肢の１つである「三次（救急救命センタ

ー）」 

② 病院票及び一般診療所票 

・「診療時間外に受診した患者の延数等」、「手術等の実施状況」の

うち悪性腫瘍手術の部位別実施件数等を把握する項目等 

③  一般診療所票及び歯科診療所票 

・「レセプト処理用コンピューターの導入状況」 

上記のうち、①の削除事項については、厚生労働省が保有する行

政記録情報である「救命救急センター設置状況一覧表」から得られ

る情報を用いて、引き続き従来どおりの集計・公表を行う。 

②の削除事項については、本調査と調査対象範囲や把握期間は一

致していないが、行政記録情報等である、社会医療診療行為別統計

（厚生労働省が作成する業務統計）や病床機能報告（都道府県が保

有する業務記録情報）から、本調査結果よりも詳細なデータが毎年

把握することが可能である。なお、本調査結果の公表の際は、統計

利用者の利便性等に配慮し、結果の公表の際は、関連する行政記録

情報等へのリンク先（厚生労働省ホームページやｅ-Stat〔政府統計

の総合窓口〕等）の内容を併せて掲載し、掲載場所を案内する。 

③の削除事項については、レセプト処理用コンピューターの導入

率が約８割であること、電子レセプトによる請求率はレセプト全体

で９割を超えていることなど、十分に普及している状況がみられる

など、電子レセプト請求の進展により引き続き把握する必要性が乏

しくなったことを踏まえて削除するものである。 

また、上記以外の調査事項の変更については、実態のより的確な

把握の観点からの選択肢の追加（病院票及び歯科診療所票の「歯科

設備の保有状況」（従来の「オートクレーブ」に加え、「オートクレ

ーブ以外」の状況を把握するための選択肢の追加）や、その他報告

者が紛れなく的確に記入できるよう、調査票のレイアウト及び表記

の変更を行う。 

別 紙
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（２）病院票に係るオンライン調査の利用可

能地域の拡大及び利用率の向上 

   オンライン調査の実施には、報告者の

負担軽減や利便性の向上、正確な統計の

作成等の面で大きなメリットがある。 

しかしながら、前回調査における病院

を対象としたオンライン調査では、一部

の経由機関がオンライン調査に対応し

ないこととしていたことから、オンライ

ン調査の利用が可能な病院は病院全体

の約７割にとどまっており、オンライン

調査の利用を希望していた病院が利用

できなかった事例もみられた。 

また、前回調査におけるオンライン調

査の利用率（オンライン調査の利用が可

能な病院に占めるオンライン調査を利

用した病院の割合）は２割弱となってお

り、一定程度利用されているものの、よ

り多くの利用が望まれる状況である。 

このため、厚生労働省は、経由機関及

び病院に対して、オンライン調査を実施

するメリットを十分に説明・周知し、オ

ンライン調査の利用可能地域の拡大及

び利用率の向上に努める必要がある。 

１ 前回の平成26年調査における病院に対するオンライン調査の実

施状況等 

  本調査においては、前々回の平成 23 年調査から、従来の郵送調

査と併用し、初めて病院を対象にオンライン調査を導入した。前

回の平成 26 年調査では、医療機関や経由機関（都道府県・保健所

設置市・保健所）に対するより積極的なオンライン調査の利用に

係る周知や、報告者による入力作業や経由機関における審査業務

の負担軽減に資する電子調査票における自動計算機能の追加等を

行った。 

その結果、平成 26 年調査は 23 年調査に比べ、病院票における

オンライン調査の導入は 40 都道府県内の 340 保健所から 45 都道

府県内の 386 保健所に、利用可能病院の割合は約 74％（6,362 施

設）から約 80％（6,763 施設）にそれぞれ増加し、また、オンラ

イン利用率は 12.6％（1,084 施設）から 24.6％（2,098 施設）と

約２倍近い増加がみられたことから、病院票に係るオンライン調

査の利用可能地域の拡大及び利用率の向上が図られたものと考え

ている。 

  その一方で、平成 26 年調査においても依然として、一部の経由

機関（２県、104 保健所（保健所全体の 21.2％））でオンライン調

査に対応しないこととしたため、病院全体の約２割がオンライン

調査を利用できない状況がみられた。また、平成 26 年調査の実施

後に行った経由機関に対するアンケートの結果、オンライン調査

を導入した経由機関からの意見として、オンライン調査システム

の利用方法の分かりにくさやオンライン調査に係る医療機関から

の照会対応業務の増加、コールセンターにおける経由機関からの

照会対応業務の追加等に関する意見がみられた。 

  平成 29 年調査では、これらのことを踏まえ、オンライン調査の

推進に取り組んでいく。 

 

２ 今回の平成 29 年調査における対応状況 

  上記１の状況をかんがみ、オンライン調査の利用可能地域の拡

大及び利用率の向上を図るための方策について検討を行った結

果、引き続き医療機関や経由機関に対するオンライン調査の積極

的な利用に向けた説明及び周知に取り組むとともに、以下のとお

り、経由機関におけるオンライン調査の導入推進や経由機関にお

ける業務負担の軽減を図るための方策を講ずる。 

①  今回調査でオンライン調査を導入しない経由機関があった

場合、その理由等について個別にヒアリングを行うなどによ

り、導入の推進を図るための方策を検討する。 

②  コールセンターへの委託業務として、新たに経由機関からの

照会対応業務を追加する。 

③ 調査票の内容審査の一環として従来は目視で行っていた医療

施設基本ファイル（医療施設台帳）と調査票の回答内容との照

合審査について、医療施設基本ファイルの電子データとオンラ

イン調査システムからダウンロードした電子調査票の電子デー

タを一括照合するツールを開発し、配布する。 
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（３）一般診療所票及び歯科診療所票に係る

オンライン調査の本格導入の検討 

厚生労働省は、当初計画案において診

療所を対象とするオンライン調査の導

入を見送ることとしていたが、本委員会

での審議結果を踏まえ、計画案を変更

し、一部地域で一般診療所を対象に試行

的に実施し、診療所を対象とするオンラ

イン調査の実施を検討するために必要

な情報（経由機関である保健所における

オンライン調査の導入に伴う業務量増

加の程度や導入の効果等）を得る方針で

ある。 

このため、厚生労働省は、一般診療所

を対象とする試行的実施の結果を踏ま

え、オンライン調査の実施に係る課題や

問題点、効果等について十分な実態把握

を行うとともに、その対策を十分に検討

し、次回の平成 29 年調査に向けて、診

療所を対象とする調査へオンライン調

査を本格導入することを検討する必要

がある。 

１ 前回の平成26年調査における一般診療所に対するオンライン調

査の試行的実施の結果等 

平成 26 年調査では、診療所を対象とするオンライン調査の実施

に係る検討に必要な情報（経由機関におけるオンライン調査の導

入に伴う業務量増加の程度や導入の効果等）を得るため、協力が

得られた一部地域（43都道県の285保健所（保健所全体の58.2％））

において一般診療所を対象としたオンライン調査を試行的に実施

した。その結果、当該保健所管内の一般診療所からのオンライン

回答率は 9.6％(5,439 施設)であった。 

  また、平成 26 調査の実施後に行った診療所に対するアンケート

の結果、オンライン調査を希望するところが約 35％（一般診療所：

33.8％。歯科診療所：35.7％）と、26 年調査において紙媒体の調

査票で回答した多くの診療所から、今後、オンライン調査を希望

するとの回答が得られたことから、相当程度の診療所においてオ

ンライン利用が見込まれるものと考えている。 

なお、経由機関に対するアンケートの結果からは、オンライン

調査システムの利用方法の分かりにくさやオンライン調査に係る

医療施設からの照会対応業務の増加、コールセンターにおける経

由機関からの照会対応業務の追加等に係る意見がみられたもの

の、下表のとおり、オンライン調査を病院と一般診療所（試行的

実施）の両方に導入した保健所と病院のみ導入した保健所を比較

すると業務負担の程度に大きな差異は特段認められなかった。 
 
 表     オンライン調査導入に係る負担感について 

（単位：％）

区 分 
業務負担が

軽減した 

変わら 

ない 

業務負担

が増えた 

わから 

ない 

病院・一般診療所に

導入（230 保健所）
30.4 36.5 20.9 12.2 

病院のみ導入（81 保

健所） 
30.9 34.6 18.5 16.0 

 

２ 今回の平成 29 年調査における対応状況 

  上記１の状況をかんがみ、平成 26 年調査における一般診療所に

対するオンライン調査の試行的実施の結果や診療所及び経由機関

に対するアンケートの結果、当該アンケート結果を考慮した経由

機関におけるオンライン調査の導入推進や経由機関における業務

負担軽減方策(前記(２)の２①～③)の実施等を踏まえつつ検討を

行った結果、診療所に対する調査においてもオンライン調査を導

入することは可能と判断し、今回調査から、オンライン調査の対

象を、従来の病院（約 8,500 施設）に加え、一般診療所（約 10 万

1000 施設）及び歯科診療所（約６万 9000 施設）にも拡大して実施

する結論に至った。 

 
 


